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RF・IP放送の新戦略で視聴者を掴む！

連載特集「2030ケーブルビジョン」 5 　放送事業 編

　JCOM 株式会社 執行役員 ソリューション事業部門 副部門長の細井浩昭氏に、KDDI のケーブルテレビ

関連事業の承継によって何が変わるのかを聞いた。

　「承継前後でスタンスは変わりません。むしろ J:COM が承継したことでプラスに働く面もあります。従来

の KDDI の事業に J:COM のノウハウ、ソリューションが加わることで、提供できる内容にさらなる広がり

が期待できる点もあります」（細井執行役員）。

　具体的に広がりが期待できそうなのは、MSO としての J:COM が多くのノウハウを蓄積している部分、

例えばコールセンター業務や営業支援などの分野の商材化だ。「コールセンターや営業支援、物流、工事

などの分野をプラットフォーム化して、全国のケーブルテレビ事業者さま向けに提供できるようになれば、新たな価値を提供

できると考えています」（細井執行役員）。

　現状における J:COM の運用ノウハウは自社用に設定されているもので、即座に他事業者へ開放できる仕組みにはなっていない

ため、サービスとして提供できるようにするには一定の時間がかかりそうだが、「今後、新たに作りあげるシステムについては、

最初から他事業者さまへの提供を前提に開発していくこともできます」と、提供に向けて前向きな姿勢を示した。

　J:COM 目線で見ると、現状の B2B や B2G事業に加えて B2B2C の事業が加わる形となるが、「先の能登半島地震災害におい

ても地元局の支援事業を行うなど、サービスとしての実績があります。プラットフォーム化しての提供は未知数ですが、検討した

いと考えております」（細井執行役員）とした。

　その他、KDDI側の他部門との連携についても相乗効果が期待できそうだ。「低軌道衛星を活用した衛星電話など、地域DX に

つながる部門も多くあります。事業の承継は簡単な話ではありませんが、プラスに働く面が多くあることは事実ですし、実際に

プラスにしていきたい」（細井執行役員）。

　承継された部門は人員・規模ともそのまま J:COM に移行しており、ここからどのようにシナジーを生みだしていくのか、J:COM

に注目が集まる。
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事業承継は「JCOM＋KDDI のシナジーを産む」


